
 

事  務  連  絡 

令和６年４月 12 日 

 

 

地 方 厚 生 （ 支 ） 局 医 療 課 

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）      御中 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課（部） 

 

 

厚生労働省保険局医療課 

 

 

疑義解釈資料の送付について（その２） 

 

 

診療報酬の算定方法の一部を改正する告示（令和６年厚生労働省告示第 57 号）等につ

いては、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について」（令和６年３

月５日保医発 0305 第４号）等により、令和６年６月１日より実施することとしていると

ころであるが、今般、その取扱いに係る疑義解釈資料を別添１から別添５までのとおり取

りまとめたので、本事務連絡を確認の上、適切に運用いただくようお願いします。 
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・ 「循環動態に係る薬剤投与関連」   

・ 「術後疼痛管理関連」   

・ 「循環器関連」   

・ 「精神及び神経症状に係る薬剤投与関連」   

 

④ 特定行為に係る看護師の研修制度により厚生労働大臣が指定する指定研修

機関において行われる以下の領域別パッケージ研修   

・ 集中治療領域   

・ 救急領域   

・ 術中麻酔管理領域   

 ・ 外科術後病棟管理領域 

 

【総合周産期特定集中治療室管理料】 

問 18 「Ａ３０３」総合周産期特定集中治療室管理料の「１」母体・胎児集中

治療室管理料の施設基準において、「専任の医師が常時、母体・胎児集中

治療室内に勤務していること」又は「専ら産婦人科又は産科に従事する医

師（宿日直を行う医師を含む。）が常時２名以上当該保険医療機関内に勤

務していること」のいずれかを満たすこととされているが、日によってい

ずれの体制をとるかは異なってもよいか。 

（答）差し支えない。 

 

【慢性腎臓病透析予防指導管理料】 

問 19 「Ｂ００１」の「37」慢性腎臓病透析予防指導管理料について、「慢性

腎臓病の患者のうち慢性腎臓病の重症度分類で透析のリスクが高い患者」

が対象とされているが、具体的にはどのような患者が対象になるのか。 

（答）具体的には、日本腎臓学会の「エビデンスに基づくＣＫＤ診療ガイドライ

ン」に記載されている尿蛋白及び糸球体濾過量で判断される慢性腎臓病の

重症度分類において、ＣＫＤステージ G3aA3、G3bA2-3、G4A1-3、又は G5A1-

3 と分類される患者が対象となる。 

 

【がん薬物療法体制充実加算】 

問 20 「Ｂ００１－２－12」外来腫瘍化学療法診療料の注９に規定するがん薬

物療法体制充実加算の施設基準における「40 時間以上のがんに係る適切な

研修を修了する」とは、具体的にどのようなことか。また様式 39 の３につ

いて、「がんに係る適切な研修を修了し、がん患者に対する薬剤管理指導の

実績を 50 症例（複数のがん種であることが望ましい。）以上有することが
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確認できる文書」とは、具体的に何を指すのか。 

（答）「Ｂ００１」の「23」がん患者指導管理料のハと同様に、現時点では、日

本病院薬剤師会、日本臨床腫瘍薬学会又は日本医療薬学会が認めるがんに

係る研修について修了していることを指す。 

また、様式 39 の３の届出に当たり添付する文書としては、現時点では、

日本病院薬剤師会が認定するがん薬物療法認定薬剤師、日本臨床腫瘍薬学

会が認定する外来がん治療認定薬剤師又は日本医療薬学会が認定するがん

専門薬剤師であることを証する文書を指す。 

 

【栄養情報連携料】 

問 21 「Ｂ０１１－６」栄養情報連携料について、入院中の栄養管理に関する

情報等を示す文書の作成や他の保険医療機関等の管理栄養士への説明を

行ったが、病態の変化等により、予定していた保険医療機関以外への転院

又は死亡した場合は、算定できるか。 

（答）不可。 

 

問 22 栄養情報連携料について、「入院中に１回に限り算定する。」とあるが、

退院後、同一保険医療機関に再入院した場合も、算定できるか。 

（答）入院期間が通算される再入院をした場合には、算定できない。 

 

【緊急往診加算、夜間・休日往診加算、深夜往診加算】 

問 23 「Ｃ０００」往診料に規定する別に厚生労働大臣が定める患者におけ

る「往診を行う保険医療機関において過去六十日以内に在宅患者訪問診療

料、在宅患者訪問診療料（Ⅱ）又は在宅がん医療総合診療料を算定してい

るもの」について、同一の患家において２人以上の患者を診療している場

合であって、２人目以降として「Ａ００１」再診料等のみを算定している

場合は当該患者に該当するとみなしてよいか。 

（答）みなしてよい。ただし、当該患者に対して往診を行い、当該患者に該当す

るものとして緊急往診加算等を算定する場合には、同一の患家における２

人目以降の患者である旨を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。 

 

【急性期リハビリテーション加算】 

問 24 急性期リハビリテーション加算の対象となる患者は、特掲診療料の施

設基準等（平成 20 年厚生労働省告示第 63 号）の別表第九の十に規定する

患者であって、算定留意事項通知の「Ｈ０００」の（11）で示したアから

エまでのいずれかに該当するものとされているが、日毎に評価を行い、対


